
（２）自治会及び地域連絡員（市職員）との連携
ア 地域住民への周知
　避難所としての学校施設の利用や運営の在り方については、あらかじめ、地域住民に周知しておくことが、災害発生時には運営をスムーズに運ぶ必要条件である。地域住民には自治会を通して避難所の開設、運営への学校の関わり方などの周知を図る。
イ自治会および地域連絡員（市職員）との事前の確認
　避難所における役割をあらかじめ分担したり、お互いの係分担が整合性を持つように対応する必要がある。また、自治会長や地域連絡員（市職員）と緊急連絡が取れる体制をつくっておく。
（３）避難所としての学校施設の利用
災害の種類・程度、地域の実情や施設の耐震性にもよるが、体育館、運動場等を優先し、普通教室については災害対策上やむを得ない場合に使用するなど、使用順位をあらかじめ決めておく。特別教室については、機器・器材が多く、また危険物もあり、更には教育機能回復の観点からできるだけ避難所としての提供については慎重に検討する。
ア  避難所としての運営業務について
①避難所運営組織（管理・情報）のセンターとしての場所の確保
②病人・高齢者のための一時的なスペースの確保
③医療活動やカウンセリングのためのスペースとしての保健室の確保
④食料・物資の管理配給の場所の確保
⑤各係の打ち合わせ場所（会議室）の確保
イ  教育活動の場の確保
①管理スペースとしての校長室・職員室・事務室の確保
②教育活動のスペースとして最小限必要な普通教室の確保
③特別教室については原則として避難場所として使用しない
ウ 児童・生徒避難先一覧表（例）
年　　月　　日　　現在　　　　　学年　　組
	氏　名
	性　別
	保護者
	避難先
	電話番号
	児童生徒の状況
	通学方法

	
	
	
	
	
	
	


エ 施設開放区域表示（例）
　　　　　　　　ページ（図○－○）
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